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18  インターネットを通じた電子商取引等の健全な発展を促すための
知的財産権法制度のあり方 

 
短期派遣研究員 木村 貴志P

（＊）

急速な発展を続けているインターネットは、近年、電子商取引の分野においても著しい。一例として、インターネット経由で書

籍やコンサート・チケットを注文する際に注文主が自己のクレジット･カード情報を提供し、それを決済手段として後日注文した

書籍やチケット（有体物）が注文主に届けられる、また、インターネット経由で電子書籍や音楽等のディジタル・コンテンツ、パソ

コン用ソフトを注文主のパソコンに直接ダウンロード配信する、等が挙げられる。 

本報告書では、こうした状況下、事業者間及び対消費者取引において生じている商標上・著作権上・不正競争行為上の問

題点を再度整理し、現状の法制度で何処まで対処し得るのか、また、対処し得ない場合にはどのような法制度が望ましいのか

を論じる。 

 

1 はじめに 

インターネットを通じた電子商取引の発展は目覚しくその

利便性は非常に高まっている。このような電子商取引におい

て生じている様々な問題のうち知的財産権に関わる問題点を

抽出し、現状の法制度で何処まで対処し得るのか等につい

て論じていくことにする。 

 

2 権利衝突の防止及び不正使用の防止 

電子商取引において生じる知的財産権に関する紛争の対

象として、(1)商標・商号、(2)ドメイン名、(3)ディジタル・コンテ

ンツ、について個別に取り上げる。 

（1）  商標・商号 

（ⅰ） 問題点の所在 

事業者がインターネット上で事業広告や電子商取引を行う

場合、そのホームページ・サイトには、通常、当該事業者の商

号及び商標が付されている（本論では商号を「商標」に包含

する）。この場合、商標法上の問題が生じ得る。例えば、日本

企業Ｊ社が日本で商標登録を受けた商標と、英国企業Ｂ社

が英国で商標登録を受けた商標が同一であり、且つ両企業

が各々の当該商標を使用している事業内容が同一又は類似

であり、Ｊ社もＢ社も各々商標登録を受けた国においてのみ

当該事業を行なっていたと仮定する。Ｊ社がインターネット上

で事業広告を掲載すると、その広告に貼付されたＪ社の当

該商標は、英国の在住者のパソコンの画面に表示されるた

め、日本の商標法2条第3項7号「商品又は役務に関する広

告・・・に標章を付して展示し、又は頒布する行為」に相当す

る英国商標法の条文に該当し、商標権侵害を構成する惧れ

があるためである。 

 

（ⅱ） 適用法令等 

係る問題に対処すべく、世界知的財産権機構（以下

「WIPO」と略記）の商標法等常設委員会（以下「SCT」と略記）
P

(＊1)
P

において「インターネット上の標章及びその他の標識に係

る工業所有権の保護に関する共同勧告」
P

(＊2)
P

（以下「共同勧

告」と略記）が纏め上げられた。共同勧告は条約としての国際

的な拘束力は有しないが、インターネット上での商標権侵害

係争に関する各国の商標法等の適用及び解釈に当たり参照

すべき点が多い。以下、共同勧告について概説する。 

① 各事業者が保有する商標権の衝突により生じる係争 

～総論～ 

上述の仮説事例において、英国在住者はインターネット上

でのＪ社の事業広告及びＪ社の商標を閲覧することができ

るが、共同勧告は、Ｊ社が当該商標について英国での「商業

的効果」を排除すれば「（標章の）使用」に該当しない、と定め

る（共同勧告2条反対解釈）。即ち、Ｊ社が日本で事業活動

するに留まり、英国在住者からの注文に応ぜず当該商標を

付した製品を提供していない限り、Ｊ社はＢ社保有の商標権

を英国において侵害しない、とするものである。 

② 各事業者が保有する商標権の衝突により生じる係争 

～各論：侵害警告後の使用～ 

共同勧告10条は「侵害警告通知後の使用」について権利

侵害を問われない条件を定めているが、そのうち同条(ⅲ)に

は「当該警告通知に記された締約国において商業的効果を

排除し、且つ当該警告通知に記されている『権利』の所有者

との混同を回避するに効果的な合理的措置を講じること」を

要件としている。同文中「混同を回避するに効果的な合理的

措置」は同12条各号に具体的に列挙されている（以下、当該

列挙措置として「ディスクレイマ」と定義）。即ち、Ｂ社が商標

(＊）  日本電気株式会社 知的資産事業本部 企画部 

(＊1) 正式には「商標・意匠及び地理的表示に関する法令についての常設委員会」（Standing Committee on the Law of Trademarks, Industrial Designs and 

Geographical Indications） 

(＊2) 正式には「Joint Recommendation Concerning the Protection of Marks, and other Industrial Property Rights in Signs, on the Internet」 
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権を保有する英国において、日本で商標登録を受けたＪ社

の商標が「商業的効果」を及ぼし得るようであれば、ディスクレ

イマ（例えば、「日本以外では販売しない」等の文言をホーム

ページ・サイトに掲げ、英国在住者から実際に注文があった

場合でも販売を拒絶する等）を講じておけば足りる。 

但し、提供される商品がディジタル・コンテンツの場合、注

文主の所在国を確認・確定することができない。それにも拘ら

ず事業者に対して注文主の所在国を逐一確認させる義務を

課すことは徒に電子商取引を停滞させるのみで賛同できな

い。現時点での技術水準や法制度においては共同勧告12

条に列挙する措置は妥当と考えるが、今後の議論や解決案

の提起を期待したい。 

③ 権原無き第三者が不正に使用することにより生じる紛争 

共同勧告4条は「bad faithでの標識使用」について規定す

る。この「bad faith」又は「（標識が）bad faithで使用され」という

用語は日本の法律には存在しないため、その具体的な意味

が問題となる。共同勧告4条2項にその判断基準が記載され

ているが、同条項から推論する限り、「不正競争を行なおうと

する害意」、「不正競争を招く事態になっても構わず、反って

都合が良い、という未必の故意」及び「不正競争を招き兼ね

ない事態を(重)過失によって引き起こした」等の事情を含む

幅広い概念であると考えられる。「bad faith」で標識を使用し

又は「bad faith」で権利を取得した者は、共同勧告9条乃至12

条の適用は受けず、他人の権利を侵害するものとして共同勧

告に規定する責任を負う。但し、共同勧告は法的拘束力を有

しないため、共同勧告の「bad faith」の趣旨が各国において

何処まで反映されるかは不明である。 

（ⅲ） 我が国の適用法令と論点 

インターネット上での商標表示を商標法上の「使用」に該

当させるため、同法2条3項2号及び同項8号（2002年8月末日

迄における同項7号に相当）が改正された（2002年9月1日か

ら施行）。それに伴い、当然に商標権侵害行為の態様も拡充

されることになるが、その救済措置である差止請求権（商標法

36条）と共同勧告との関係において問題点を2点指摘した

い。 

一点目は、インターネット上での標章使用者に対し、我が

国において同一又は類似の標章について商標権を保有する

者が当該商標権侵害を理由としてその停止を請求した場合、

法的拘束力を有しないディスクレイマが裁判所において差止

請求に該当し又はそれに代わる措置として認容されるか、と

いう問題である。これについて筆者は、当該標識使用者が掲

載するインターネット上のサイトにおいて「日本では商取引を

行なわない」旨の声明等、当該標章について我が国での使

用を否定するディスクレイマが十分施されるのであれば、商

標法2条の「使用」の定義及びその趣旨に鑑みて、「侵害停

止又は差止」に代わる措置として認容すべきと考える。 

二点目は、他人が権利として保有する標章を「bad faith」で

インターネット上で使用する者に対して差止命令を下し、それ

に基づいて当該標識使用者のホームページ・サイトを記録し

ているコンピュータ・サーバから当該標章が削除された場合、

その使用禁止（削除）効果が全世界に及ぶため、ともすれば

他国の司法管轄を干渉し兼ねないという問題である。WIPO･

SCTにおいても係る「世界的使用禁止効果」について議論と

なったが、筆者は、少なくともパリ条約第10条の2(2)(3)に該当

する不正行為を構成する者に対しては、係る「世界的使用禁

止効果」を及ぼすべきであると考える。インターネット上で不

正に標章を使用する行為に対しては厳しい態度で臨むべき

である。 

（2）  ドメイン名 

（ⅰ） 適用法令の概要 

ドメイン名は「コンピュータを一意に識別する」機能を有す

るに過ぎず、その文字等に何等の権利性を持たせるものでは

ないが、他方、事業者において自己が権利として保有する商

標等をドメイン名に採用しようとする動機は多分に理解でき

る。このため、その著名性に乗じて他人の商標等を勝手に自

己のドメイン名に使用等する者と、当該ドメイン名と同一又は

類似する商標等を権利として保有する事業者等が、ドメイン

名の帰属を巡って争う事件が頻発した。 

こうした状況下、2001年6月29日付で改正された不正競争

防止法においてドメイン名の定義が設けられ（同法2条7項）、

また、ドメイン名に関する一定の行為が「不正競争」として設

けられた（同条12号）。従って、ドメイン名の帰属を巡る紛争に

関して、立法論としては解決されている。 

（ⅱ） 法令解釈と論点 

さて、同法にいう「不正競争」が成立するためには、 

(1) 「不正の利益を得る目的」又は「他人に損害を加える目

的」を有しており、また、 

(2) ドメイン名が「他人の特定商品表示と同一若しくは類似」

であること、さらには 

(3) 当該ドメイン名を「使用する権利を取得若しくは保有し、

又はそのドメイン名を使用する」行為であること、 

を要件としている。 

まず、(1)について、自己の正当な利益を目的とする場合

や、結果的に他人に損害を及ぼしたものの、元来他人に損

害を加える目的がない場合には、本要件を満たさない
P

(＊3)
P

。次

に(2)について、「JACCS」事件において商標登録出願に対す

(＊3) WIPO裁定の「JAL.com」事件（D2000-0573）では、同ドメイン名登録者はインターネットが普及する以前である1993年に同ドメイン名を登録し且つ自己が経営す

る会社のドメイン名として使用している点も含めて「正当な利益がある」と判断された。また、同社に誤送信された日本航空㈱（本件の申立人）宛のE-mailをその差

出人に注意を促すとともに申立人に回送して「混同を避ける措置」を地道に講じており、「in bad faith」や「混同を引き起こそうとする意図」がない、ことも明らかにさ

れている。 
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る審査における先登録商標との類否判断に準じて審査が為

されたが、ドメイン名の選択の殆どが自己の商標等と密接に

結びついて使用されている現状を鑑みるに、この審査手法は

妥当と思われる。(3)は条文通り、ドメイン名の使用に限定せ

ず、ドメイン名登録機関への申請を通じて使用する権利を取

得し、又はその後保有するに留まる行為も対象となる。 

なお、我が国の不正競争防止法ではWIPOでの裁定と異

なり、申立人がドメイン名登録者に対して係争対象となったド

メイン名の自己への移転を請求することはできない
P

(＊4)
P

。 

（ⅲ） 正当なドメイン名保有者間の衝突 

トップ・レベル・ドメインが異なるのみで、識別力を有する要

部が同一であるドメイン名が並存する場合がある。例えば、日

本のＪ社と英国のＢ社（両者に何等資本関係は無い）が同

一の登録商標「ABC」を各々別の国において保有し、仮にＪ

社が「abc.co.jp」を日本のドメイン名登録機関に登録し、Ｂ社

が「abc.co.uk」を英国のドメイン名登録機関に登録した場合

である。この場合、相互に相手方が取得したドメイン名を尊

重・是認せざるを得ないが、事業上支障を来たすということで

あれば、当事者間の交渉により一方が他方のドメイン名を買

い取る等、事業戦略上の事実問題として解決する他はない。

不正競争防止法や商標法上の問題ではないからである。 

（3）  ディジタル・コンテンツ 

（ⅰ） 問題点の所在 

インターネットを利用するメリットの一つは、ディジタル加工

された音楽・写真・書籍、コンピュータ用アプリケーション・ソフ

ト等の各種コンテンツ（以下「ディジタル・コンテンツ」と総称）

を、自己のパソコンにダウンロードする方法により、簡単に入

手できることである。ディジタル・コンテンツの特徴として、オリ

ジナルと全く同一の情報を無制限に且つ安価で複製できる、

品質が劣化しない、等が挙げられる。 

さて、インターネット上で配信事業を行なうことを予定してい

る者（以下「コンテンツ配信事業者」と総称）の事業の成否

は、顧客・潜在的顧客が求めているディジタル・コンテンツの

品揃えの良し悪しに左右されることになる。それ故、コンテン

ツ配信事業者の中には、他人が権利として保有するディジタ

ル・コンテンツを、自己の運営するサイトに商品として勝手に

組み入れている者もおり、問題となっている。 

（ⅱ） 適用法令等 

ディジタル・コンテンツの殆どは、著作物として著作権法の

保護を受ける（同法10条1項各号参照）。従って、他人に著作

権が帰属するディジタル・コンテンツを、当該著作権者又は

当該著作権者から独占的に利用許諾を得た者から何等許諾

を得ることなく、インターネット経由で配信する行為は、著作

権者の複製権（同法21条）、公衆送信権等（同法23条）を侵

害する。ディジタル・コンテンツが映画の著作物の複製物に

あっては頒布権（同法26条）を、その他（音楽・写真等）の著

作物の複製物にあっては譲渡権（同法26条の2）や貸与権

（同法26条の3）をも侵害することとなる。 

著作隣接権（同法89条乃至100条の4）についても、ディジ

タル・コンテンツの内容に応じて権利侵害が構成される。例え

ば、音楽CD-ROM等を入手してそれをコンピュータで加工・

複製しインターネット上で配信する行為は、レコード製作者が

有する諸権利（同法89条2項）、特に複製権（同法96条）、送

信可能化権（同法96条の2）、譲渡権（同法97条の2）を侵害

することとなる。 

（ⅲ） 実務上の論点 ～エンドユーザの使用態様～ 

インターネットに接続したエンドユーザ間で音楽ファイルを

自由に交換することを可能とする機能を提供したNAPSTER 

Inc.の行為は、ディジタル・コンテンツを自ら配信等していた

のではないため、著作権法上の権利侵害には該当しない。

我が国の成文法体系下では、米国のように司法判断として

「著作権の侵害幇助」を認定することができないからである。

また、ドイツやスイスが「不正競争防止法」（又はそれ相当の

法令）に「不正競争行為」を一般条項（general clause）として

設けているのとは異なり、我が国の不正競争防止法は「不正

競争」行為を限定列挙しているため、同社の行為は「不正競

争」行為にも該当しない。 

従って、同社の行為態様を規制するためには民法の不法

行為（同法709条）に依拠せざるを得ないが、侵害行為の有

無をはじめとして、原告（著作権者等）の救済が確保され難い

と思われる。今後のインターネットを巡る侵害状況次第では、

著作権法又は不正競争防止法を改正して、同社のような行

為態様を規制できるようにすべきである。 

なお、NAPSTER問題を待つまでもなく、真の権利侵害者

は、これらのソフトを用いて音楽ファイルを交換しているエンド

ユーザなのである。事業者側（特にレコード製作者）は、ディ

ジタル・コンテンツについて、インターネットからダウンロードし

たパソコン上のみでしか利用（鑑賞）できないようにする技術

的措置を講じる等、一定の複製防止を図りつつあるが、終局

的にはエンドユーザの著作権を尊重する姿勢やモラルに依

拠しているのである。 

 

3 電子商取引等の発展のための法的措置＜利便

性の促進に向けて＞ 

電子商取引等を一層発展・促進させるために不可欠なシ

ステム及び制度として、(1)電子署名・電子認証、(2)不正アク

(＊4) WIPO裁定の「三共.com」事件（D2000-1791）では、申立人たる㈱三共へ当該ドメイン名を移転させる旨の裁定がなされたが、仮にこの事件が国内で提訴され、

且つ移転命令が救済措置として明文化されていたとしても、申立人に移転することが果たして妥当か、という問題が残る。もし「三共」を冠する企業が全て一つの

資本系列下にあり企業グループを構成しているのであれば兎も角、実際にはそのグループとは何等関係がない「三共」を冠する企業も存在するため、係る企業が

当該移転命令に対して異議を唱えることも多分に考えられる。 
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セスの禁止、(3)データベース保護、を取り上げ、我が国の実

情及び法制度並びにそれらに対応する各種EU指令を交え

て各々概説する。 

（1）  電子署名・電子認証 

（ⅰ） 概説 

商法上の契約行為は原則として書面主義であるため、電

子商取引を完結させるためには、契約書等に相当又は準拠

し且つ契約内容を確定する電子商取引に係る電子文書（以

下、便宜的に「ディジタル文書等」という）に付される電子署名

が本人の署名や押印と同様の法的効果を有するという制度

が必要となる。また、電子商取引では取引の安全性の観点か

ら、(1)ディジタル文書等が本人により発信された真正のもの

であるか否か（所謂、他人による「成りすまし」問題）、及び(2)

第三者により改竄されていないか否か、を確認し得る制度が

必要となる。そこで、「電子署名及び認証業務に関する法律」

（平成12年5月31日法律第102号、以下「電子署名法」と略

記）が設けられた。 

（ⅱ） 電子署名に係るEU指令との比較 

EUでは「1999年12月13日付採択の電子署名についての

共同体枠組みに関するEU議会及び閣僚理事会指令」（以下

「EU指令99/93/EC」と略記）が設けられており、その趣旨は、

「電子通信及び電子商取引は『電子署名』及びそれに関連

する認証サービスを必要としている。」（同序文(4)抜粋）と端

的に述べられている。同指令5条では、「EU加盟国は、限定

事項付証明書（qualified certificate）に準拠した先進的電子

証明（advanced electronic signature）で且つ安全な署名作成

機器（a secure-signature-creation device）により作成された

ものは、(a)手書き書名が紙面上の情報に関する法的要件を

充足させているのと同様に、電子書式上の情報に関する署

名の法的要件を充足させるべきこと、(b)訴訟において証拠と

して認められること、を保証せねばならない」とし、電子署名

法3条と同様の法的効果を規定する。 

さて、同指令6条1項及び2項には、認証事業者に対する損

害賠償等の民事責任について規定しているが、電子署名法

は係る民事責任について一切規定していない。勿論、民法

等を適用する余地があるが、損害賠償の際の立証責任の困

難性と相俟って、損害を被った者に対する救済が確保され難

いように思われる。電子署名法においても民事責任について

の条文及び挙証責任の転換に関する条文を設けることを要

求したい。 

（2）  不正アクセスの禁止 

（ⅰ） 概要 

インターネット利用者が、インターネット経由で商品等の注

文又は役務の提供を要請する際、又は事業者の運営する

ホームページ上のサイトにアクセスし会員限定のページ・サイ

トにアクセスする際、通常、事業者が設定した照会画面に利

用者の「会員番号」及び「パスワード」を入力することとなる。こ

れは利用者が真正者であるのかを確認するために必要とさ

れる措置であり、係る措置が施されていない場合、利用者に

成りすました者により勝手に注文され不要な商品が送達され

る等、電子商取引を根本から揺るがし兼ねない。 

係る不正なアクセスを規制するため、「不正アクセス行為の

禁止等に関する法律」（平成11年法律第128号、以下「不正

アクセス禁止法」と略記）が設けられた。警察庁公表の解説資

料に拠れば、不正アクセス行為の具体的内容として、(1)正規

の利用権者のパスワード等の識別符号を無断で入力すること

により利用制限を解除し、特定利用ができる状態にする行

為、(2)所謂セキュリティ・ホールを攻撃する行為、が挙げられ

ている。識別符号は如何なる種類のもの（ID番号・パスワー

ド、指紋、虹彩、音声、署名等）でもよく、特定利用はホーム

ページの書き換え、ネット・ショッピングの注文、データの閲

覧、ファイル転送、ダイヤル・アップ接続等その利用の内容に

制限はない。また、同法3条2項1号等の「特定利用をし得る状

態にさせる行為」の通り、特定利用しておらずとも、特定利用

が可能な状態にさせた時点で同法の禁止対象たる不正アク

セス行為となる。こうした不正アクセス行為に対しては懲役1

年以下又は50万円以下の罰金となる（同法8条）。 

（ⅱ） 不正使用に係るEU指令との比較 

EUでは「1998年11月20日付採択の条件付アクセスのサー

ビスの法的保護に関する欧州議会及び閣僚理事会指令」

（以下「EU指令98/84/EC」と略記）が設けられており、その趣

旨は、「放送・情報社会サービス産業・・・の経済的基盤を保

証するために、当該サービスに無料でアクセスできる不正装

置から係るサービス事業者を法的に保護することが必要であ

る」（同指令序文(6)抜粋・意訳）と集約される。 

同指令4条には「侵害行為」として、(a)「不正装置」の製造・

輸入・頒布・販売・貸し渡し又は営利を目的とした所持、(b)営

利を目的とした「不正装置」の設定・維持・取替え、及び(c)

「不正装置」を推奨するための商業広告の使用、を列挙して

いる。「不正装置」の定義は、「『保護を受けているサービス』

の提供者の許諾を得ることなく、係るサービスに（判読可能と

なる形式で）アクセスが可能となるように設計され又は改造さ

れた機器及びソフトウェア」（同指令2条(e)）と規定されてい

る。そして、同指令5条は、侵害を行なった者に対する制裁、

及び係る侵害により被害を被った提供者（プロバイダ）に対す

る救済措置を講じるよう規定している。 

さて、同指令は、不正アクセス禁止法の「パスワードの不正

取得」（同法3条2項1号）に対する措置について何等触れて

いない。「不正装置」が絡まない限り、即ち、第三者から不正

にパスワード等の情報を入手し、「通常の」パソコンで当該情

報を入力して有料配信サービスにアクセスする限りにおいて

は、禁止対象とはならない。一方、同指令が被害者の救済及
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び侵害者への制裁という民事上・刑事上の両責任を規定して

いるが、同法は刑事法であり、損害を被った者は民法等の一

般法で救済を図らねばならない。更に、不正アクセス行為に

対する刑事罰は、同法の法目的に鑑みて軽すぎるのではな

いかと思われる。不正アクセス禁止法において、民事上・刑

事上の責任を設けるとともに刑事罰を一層厳しくするよう改正

すべきである。 

（3）  データベース保護 

（ⅰ） 適用法令と問題点 

インターネット上の膨大な情報を検索するにはデータベー

スの存在が必須である。データベースは著作権法2条1項10

の3号に定義され、また、同法12条の2第1項において「創作

性を有しない」データベースは著作物としての保護を受けな

い
P

(＊5)、(＊6)
P

旨を規定している。 

さて、創作性を有しないデータベースは何等権利として保

護されていないため、事業者が多額の費用・時間・労力を投

じてデータベースを制作したにも拘らず、第三者により容易

に且つ殆ど費用負担することなく複製・利用（場合によっては

商品として販売）される等、問題となっている。この状況を放

置すれば事業者のデータベース制作意欲を減衰させ、利用

者の利便性の停滞に繋がる惧れがあるためデータベースを

権利として保護すべきとする意見が高まっている。 

（ⅱ） データベース保護に係るEU指令 

EUでは「1996年3月11日付採択のデータベースの法的保

護に関する欧州議会及び理事会指令」（以下「EU指令

96/9/EC」と略記）が設けられており、その趣旨は「データ

ベースを制作するには多大な人的・技術的・財政資源を要す

る。一方、これらデータベースは殆ど費用を掛けずに容易に

複製等することが可能であり、データベース内のコンテンツを

不正に抽出・再利用しているため、重大な経済的・技術的結

果を引き起こし兼ねない」（同指令序文(7)及び(8)抜粋・意訳）

ため、「データベースの素材（コンテンツ）の選択・配列に創作

性を有する著作権の保護を目的とする他、データベース制作

者において素材を入手するために為した資金的・技術的投

資の成果が不正利用されることの無き様、当該制作者の地位

を擁護することを追及する」（同(39)）と謳われている。 

これを受けて同指令第三章（同指令7条乃至11条）には

「SUI GENERIS RIGHT」が設けられており、「加盟国は、素材

の入手、検証、若しくは公開について質的又は量的に相当

なる投資があったことを示したデータベースの制作者に対し

て、係るデータベースの素材の全部又は本質的部分（質的

又は量的に本質的部分と評価される部分）の『抽出』又は『再

利用』を禁止する権利を付与するものとする。」と規定し（同指

令7条1項）、知的創作性のないデータベースであっても、一

定の権利が付与される。「抽出」及び「再利用」の定義は同指

令7条2項(a)及び(b)に明示されている。係る権利は、データ

ベース制作完了日に効力を発し、翌1月1日から起算して15

年後に消滅する（同指令10条）。 

（ⅲ） 米国の動向 

米国においても、日欧と同様、創作性を有しないものは著

作物としての保護を受けない。1991年の連邦最高裁判所で

争われた「Feist Publication、Inc. v. Rural Telephone Service. 

Co」判決（499 U.S. 340 (1991) 499 U.S. 340）でもその旨が明

示されている。 

一方、議会では1997年10月「収集情報侵害防止法案

（H.R.2652）」が下院に提出された。同法案は、不正競争防

止の観点から創作性を有しないデータベースに何等かの保

護を与えようとするものであり、1998年5月に下院を通過、同7

月に上院に回送された（S2291）ものの、賛否両論のまま廃案

となった。その後、H.R.2652の趣旨は別の法案（H.R.354）で

修正、提出されており、「市場への悪影響を及ぼす（抽

出･･･）」という要件以外は殆どEU指令96/9/ECと同じである。

このように、創作性の無いデータベースについても何等かの

保護を付与すべきという潮流が形成されつつある。 

（ⅳ） 我が国での立法的保護の要否について 

創作性を有しないデータベースであっても、技術的能力・

専門的知識等を駆使し、多大な経済的出費が嵩んだものに

は何等かの法的保護を与えるべきという意見は多分に理解

できる。そこで、EU指令96/9/ECの「sui generis right」や米国

のH.R.354（H.R.2652の修正版）に倣い、日本でも立法化議

論を期待したい。 

尤も、「sui generis right」が我が国で立法化されたところ

で、EU指令96/9/EC等に規定する「本質的部分」か否かは、

終局的には司法判断に拠らざるを得ない。註釈5、6に掲載し

た2件の司法判断を吟味するに斯様な印象を強く受けると同

時に、民法や不正競争防止法に基づき、「法的保護に値する

利益」の観点から妥当な司法判断が為されていると思われる

ため、そもそも立法の必要性があるのか、という感も覚える。し

かしながら、立法化議論がなされるだけでも、データベースの

権利性に対する事業者及び利用者への啓発として大いに期

待できよう。 

 

 

 

(＊5) NTTタウンページ事件（東京地裁判平成12年3月17日（判例時報1714号128頁））において職業電話帳「タウンページ」が編集著作物（著作権法12条）として認め

られ、また、この電子データベース版である「タウンページデータベース」がデータベースの著作物として認定された。 

(＊6) 自動車データベース事件（平成14年3月28日 東京地裁 平成08(ワ)10047等 不正競争 民事訴訟事件）及びその中間判決（平成13年5月25日 東京地裁 平成

08(ワ)10047）では、「必ずしも厳密な法律上の具体的権利の侵害であることを要せず，法的保護に値する利益の侵害をもって足りるというべきである」として民法

709条の不法行為を認定したことが注目される。 
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4 電子商取引等の発展のための知的財産権の抑制 

（1）  裁定実施権・強制実施権 

暗号化技術、不正アクセス・違法解読を防止する技術、更

には電子商取引自体を毀損し兼ねないコンピュータ・ウィルス

を駆除する技術等に係る特許発明について、電子商取引に

関わる事業者が遍く実施できることが望ましい。これら発明等

に係る特許権者がその実施希望者への実施権の付与を拒

否した場合、当該実施希望者は、当該特許発明について特

許無効審判を提起するか、通常実施権の裁定（以下「裁定実

施権」と定義）を申請することにより、当該特許発明を実施し

得る途が残されている。裁定実施権で実際に問題になり得る

ものとして、同法92条及び93条、TRIPS協定、1994年8月16日

付書簡交換の「日米両特許庁『共通の理解』」（以下「日米合

意」と略記）を交えて概説する。 

（ⅰ） 特許法92条の裁定実施権と日米合意 

上述の技術等に係る発明については、今後、利用発明関

係に係る発明が登場する可能性が高い。利用発明関係に係

る発明については、特許法92条やTRIPS協定31条(1)に裁定

実施権の付与要件を定めている。但し、日米合意の日本側

措置事項3項「1995年7月1日以降、司法又は行政手続を経

て、反競争目的であると判断された慣行の是正又は公的・非

商業的利用の許可以外には、日本国特許庁は、利用発明関

係の強制実施権設定の裁定は行なわない。」という規定が問

題となる。日米合意は日本国憲法73条3号に定める国会承認

手続きを経ていないため、国内的効力の有無について議論

が分かれるが、日米合意の国内的効力を肯定する見解に立

てば、特許法92条及びTRIPS協定31条(1)(ⅰ)の要件を充足

させようとも、利用発明に係る裁定実施権を付与することは不

可能となる。日米合意を尊重するか否かは政治的な問題で

あるが、差し当たっては現状の日米合意に「電子商取引に係

る暗号化技術（電子署名・認証技術を含む）、不正アクセス・

違法解読を防止する技術並びにコンピュータ・ウィルスを駆

除する技術に係る発明については、日米合意の日本側措置

事項3項は適用されない」等の旨の一文を追加するよう米国

に提案することも一考である。裁定実施権は、必須医薬品特

許関係で問題となり、2001年11月ドーハで開催されたWTO

閣僚会議でも取り上げられ総括的な解決方針が示されたが、

電子商取引に係る裁定実施権のあり方についても遍く議論し

て然るべきと思われる。 

（ⅱ） 特許法93条における裁定実施権 

特許法93条は「特許発明の実施が公共の利益のため特に

必要であるときは」、その特許発明の実施をしようとする者は、

当事者間の協議を経てそれが成立しない場合は裁定実施権

を請求できる旨を規定している。同条の「公共の利益」の意味

は、経済産業省、工業所有権審議会昭和50年12月1日決定

（平成9年4月24日改正）の「裁定制度の運用要領」2.(1)⑤に

例示列挙されている。 

電子商取引に係る特許発明について、当該特許権者が独

占的に実施し又は優越的地位を濫用して不当に高額な実施

料を課して実施許諾する等、価格支配力を維持・強化し、結

果的に消費者や利用者が電子商取引を抑制又は躊躇する

ような高額な料金となれば、裁定制度の運用要領2.(1)⑤(ⅱ)

に該当すると解釈することも可能であるため、この場合には特

許法93条による裁定実施権の付与が期待できよう。 

 

5 まとめ 

電子商取引に係る技術・制度の発展に伴い、これまで知的

財産とは無関係とされていたものに、何等かの権利性を見出

そうという議論が今後なされることと思われる。ドメイン名や創

作性を有しないデータベースに「固有の権利」を与えるという

議論等はその好例であろう。勿論、今後「権利」として認めら

れるには広く国民的な認識と理解が必要である。今後浮上す

るであろう「権利」が、既存法と如何なる関係を有していくの

か、また、それらが既存の知的財産権と同様、実施許諾や独

占禁止法上の問題に対してどのように対処すべきか、当事者

間における許諾契約でどのように規律しておくべきか等、課

題は多岐に亘ると思われると同時にその動向が楽しみでもあ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



<<
  /ASCII85EncodePages false
  /AllowTransparency false
  /AutoPositionEPSFiles true
  /AutoRotatePages /All
  /Binding /Left
  /CalGrayProfile (Dot Gain 20%)
  /CalRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CalCMYKProfile (U.S. Web Coated \050SWOP\051 v2)
  /sRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CannotEmbedFontPolicy /Warning
  /CompatibilityLevel 1.4
  /CompressObjects /Tags
  /CompressPages true
  /ConvertImagesToIndexed true
  /PassThroughJPEGImages true
  /CreateJDFFile false
  /CreateJobTicket false
  /DefaultRenderingIntent /Default
  /DetectBlends true
  /ColorConversionStrategy /LeaveColorUnchanged
  /DoThumbnails false
  /EmbedAllFonts true
  /EmbedJobOptions true
  /DSCReportingLevel 0
  /EmitDSCWarnings false
  /EndPage -1
  /ImageMemory 1048576
  /LockDistillerParams false
  /MaxSubsetPct 100
  /Optimize true
  /OPM 1
  /ParseDSCComments true
  /ParseDSCCommentsForDocInfo true
  /PreserveCopyPage true
  /PreserveEPSInfo true
  /PreserveHalftoneInfo false
  /PreserveOPIComments false
  /PreserveOverprintSettings true
  /StartPage 1
  /SubsetFonts true
  /TransferFunctionInfo /Apply
  /UCRandBGInfo /Preserve
  /UsePrologue false
  /ColorSettingsFile ()
  /AlwaysEmbed [ true
  ]
  /NeverEmbed [ true
  ]
  /AntiAliasColorImages false
  /DownsampleColorImages true
  /ColorImageDownsampleType /Bicubic
  /ColorImageResolution 300
  /ColorImageDepth -1
  /ColorImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeColorImages true
  /ColorImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterColorImages true
  /ColorImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /ColorACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /ColorImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000ColorACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000ColorImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasGrayImages false
  /DownsampleGrayImages true
  /GrayImageDownsampleType /Bicubic
  /GrayImageResolution 300
  /GrayImageDepth -1
  /GrayImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeGrayImages true
  /GrayImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterGrayImages true
  /GrayImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /GrayACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /GrayImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000GrayACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000GrayImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasMonoImages false
  /DownsampleMonoImages true
  /MonoImageDownsampleType /Bicubic
  /MonoImageResolution 1200
  /MonoImageDepth -1
  /MonoImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeMonoImages true
  /MonoImageFilter /CCITTFaxEncode
  /MonoImageDict <<
    /K -1
  >>
  /AllowPSXObjects false
  /PDFX1aCheck false
  /PDFX3Check false
  /PDFXCompliantPDFOnly false
  /PDFXNoTrimBoxError true
  /PDFXTrimBoxToMediaBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXSetBleedBoxToMediaBox true
  /PDFXBleedBoxToTrimBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXOutputIntentProfile ()
  /PDFXOutputCondition ()
  /PDFXRegistryName (http://www.color.org)
  /PDFXTrapped /Unknown

  /Description <<
    /FRA <>
    /ENU (Use these settings to create PDF documents with higher image resolution for improved printing quality. The PDF documents can be opened with Acrobat and Reader 5.0 and later.)
    /JPN <FEFF3053306e8a2d5b9a306f30019ad889e350cf5ea6753b50cf3092542b308000200050004400460020658766f830924f5c62103059308b3068304d306b4f7f75283057307e30593002537052376642306e753b8cea3092670059279650306b4fdd306430533068304c3067304d307e305930023053306e8a2d5b9a30674f5c62103057305f00200050004400460020658766f8306f0020004100630072006f0062006100740020304a30883073002000520065006100640065007200200035002e003000204ee5964d30678868793a3067304d307e30593002>
    /DEU <>
    /PTB <>
    /DAN <>
    /NLD <>
    /ESP <>
    /SUO <>
    /ITA <>
    /NOR <>
    /SVE <>
    /KOR <FEFFd5a5c0c1b41c0020c778c1c40020d488c9c8c7440020c5bbae300020c704d5740020ace0d574c0c1b3c4c7580020c774bbf8c9c0b97c0020c0acc6a9d558c5ec00200050004400460020bb38c11cb97c0020b9ccb4e4b824ba740020c7740020c124c815c7440020c0acc6a9d558c2edc2dcc624002e0020c7740020c124c815c7440020c0acc6a9d558c5ec0020b9ccb4e000200050004400460020bb38c11cb2940020004100630072006f0062006100740020bc0f002000520065006100640065007200200035002e00300020c774c0c1c5d0c11c0020c5f40020c2180020c788c2b5b2c8b2e4002e>
    /CHS <FEFF4f7f75288fd94e9b8bbe7f6e521b5efa76840020005000440046002065876863ff0c5c065305542b66f49ad8768456fe50cf52068fa87387ff0c4ee563d09ad8625353708d2891cf30028be5002000500044004600206587686353ef4ee54f7f752800200020004100630072006f00620061007400204e0e002000520065006100640065007200200035002e00300020548c66f49ad87248672c62535f003002>
    /CHT <FEFF4f7f752890194e9b8a2d5b9a5efa7acb76840020005000440046002065874ef65305542b8f039ad876845f7150cf89e367905ea6ff0c4fbf65bc63d066075217537054c18cea3002005000440046002065874ef653ef4ee54f7f75280020004100630072006f0062006100740020548c002000520065006100640065007200200035002e0030002053ca66f465b07248672c4f86958b555f3002>
  >>
>> setdistillerparams
<<
  /HWResolution [2400 2400]
  /PageSize [612.000 792.000]
>> setpagedevice




